











The Meaning and Limit of Depegage
under Article 7(1) of the Horei
藤川　純子*
Junko Fujikawa
Article 7(1) of the Horei accepts the principle of party autonomy, which authorizes the parties to
an international contract can choose the law to govern the contract.
The present prevailing view is that the party autonomy allows the parties to choose more than one
law to govern different parts of the contract (depegage).
However there must be limits on depegage. First, the choice must relate to parts which can be con-
sistently governed by different laws. Second, there must be parties'actual choice of different laws.




































1)折茂豊・国際私法(各論) [新版] 129頁(有斐閣、 1972年)、木棚照一-松岡博-渡辺怪之・Eg際私法概論[新版] 116
頁(有斐閣、 1991年)、山田鍍-・国際私法292頁(有斐閣、 1992年)、溜池良夫・国際私法講義343頁(有斐閣、 1993
年)等。
2)折茂・前掲注(1) 113-115頁、山田・前掲注(1) 283-284頁、溜池・前掲注(1) 331-332頁、機田嘉章・国際私法
203-204頁(有斐閣、 1994年)等0
3)松岡博・国際取引と国際私法170-171頁(晃洋苫房、 1993年)、木棚照一-松岡博編・基本法コンメンタ-ル国際私法








































































































































































25) 187条および188条の規定については、松岡・前掲注(15) 27-28頁、 32頁および野村・前掲注(23) 322-324頁の全
訳参照。
26) Dicey and Morris on The Conflict of Laws 12ed.pp.1205- 1208. (1993).
27) 1980年6月19 Hにローマにおいて署名のため開放された契約債務の準拠法に関する条約　Official Journal of the Euro-
pean Communities L.266, p.1 (1980).
28)この条約の強行法規に関しては、森山亮子「契約債務の準拠法に関するローマ条約と酎i法規～英国法の視点から～
[上] [下]」国際商事法務24巻10号1045頁以下・ 11号1201頁以下(1996年)参照。











































































38)浮木敬郎・渉外判例百選[第2版] 68頁以下、 69頁(有斐閣、 1986年)、松岡・前掲注(3) 174頁、奥田安弘「わが国
の判例における契約準拠法の決定-契約類型毎の考察-」北大法学論集45巻5号1頁以下、 21貢(1995年)、高杉直・
































































































50) Official Journal of the European Communities C282,p.17.(1980)条約3条に関する報告苔の内容については、野
村美明-藤川純子-森山亮子訳「契約債務の準拠法に関する条約についての報告苫(3)」阪大法学46巻6号263頁以
下、 (1997年)参照。また、条約の規定にいう契約の「一部分」の意味につき、 Cheshire and North's Private lnterna-








































54) Lagarde, supra note 16, no.22, p.668.






























指定した場合には、その指定は当事者の錯誤に基づくものと推定されるとする。 supra note 22,pp.565-566.
58) Official Journal of the European Communities C282, p.17. (1980).
59) Lorenz,Vom altemzum neuen internationalen Schuldvertragsrecht, 7 IPRax, 272f (1987)は、当事者による明示の分割指定
の例については、英国のEg際契約法を参照すべきとする。英国の判例上分割指定の対象となるかが問題となった契約の
「部分」には、 ①英Eg人夫とスコットランド人妻との夫婦財産契約における、英国に所在する夫の土地の信託に関する
条項(Chamberlain v. Napier [1880] Ch.614,631.)、 ②貸付契約において、債務者である英国の会社が担保とした鉱山に
っき、その鉱業権を債権者である南アフリカの会社に与えるという付加的合意の有効性(British South Africa Company
,,De Beers Consolidated Mines Ltd. [1910] 1 Ch. 354, 383.)、 ③元チェコ人が亡命前にチェコの銀行のロンドン支店に
預託した証券をその後右支店の指示で預かったイギリスの銀行のロンドン支店が負う、右証券を返還すべき義務
(Kahler v.Midland Bank Ltd. [1950] A.C.24,42.)、 ④貸付契約上の、債務者であるドイツの会社がドイツに所在する不
動産に担保権を設定するという条項(ReHelbertWagg Co. Ltd. [1956 ] Ch. 323, 340.) 、 ⑤英Bg法に準拠する再保
険契約に「再保険契約における契約条件は元受保険契約における保険料率・契約条件と同じものである・ -」という
条項により取り込まれた、スウェーデン法に準拠する元受保険契約上の条項(Forsikringsaktieselskapet Vesta v. Butcher
[1986] 2 All E.R.488,504-505.)等がある　See McLachlan, " Splitting the proper law in private international law"
61B.Y.I.L.311pp.316-318. (1990).また、 ⑤の判例については、石黒-憲・国際私法270頁(新世社、 1994年)参照0


































61)折茂・前掲注(1) 129-130頁、木棚-松岡-渡辺・前掲注(1) 122-123頁、山田・前掲注(1) 293頁、溜池・前掲注
(1) 346-347頁等。
62)折茂・前掲注(1) 130頁、山田・前掲注(1) 293貢等。




The Europian Contracts Convention, The Rome Convention on the Choice of Law for Contracts p. 96 (1991).
100国際公共政策研究第1巻第1号
いえる66)
。立法論的には、当事者による準拠
法指定がない場合にも分割指定が例外的に認Ⅳむすび
められる場合のあることを明文で規定するこ
とが望ましいであろう。本稿においては、法例7条の下で議論され
次に、②当事者による分割指定について間てきた契約準拠法の分割指定について、それ
題とされる、契約の分離可能性を検討する。がどのような指定を意味し、どのような場合
先にみたEC条約の報告書やラガルドの論文に認められるかを検討した。
は、双務契約の不履行による解除に際して、7条の下での契約準拠法の分割指定の意味
各当事者の義務に異なる法を適用することはについては、7条の適用対象である契約関係
できないと述べる。これを一般的にいえば、をいくつかの部分に分割して、そのそれぞれ
分割指定を行うことにより、当事者間に生じに準拠法を指定することであると解する。
た問題の統一的解決が不可能ないし困難となそして、このような意味の分割指定が認め
る場合には、分割指定を認めるべきではないられる限界については、まず、①当事者によ
ということである。67)わが国の学説に、当事る準拠法指定がない場合には、当事者の予刺
者による分割指定は「各準拠法間に論理的なおよび裁判所の負担の観点から、原則として
矛盾が生じない限り可能と考えられる」とす分割指定を認めるべきではない。この点、7
る見解8'があるが、同趣旨であると解する。条1項の下での当事者による準拠法指定とし
それでは、当事者間に生じた問題が統一的て、実際には推定意思による指定をも含む広
処理を要するものであることを理由に、当事範囲の黙示の準拠法指定が認められている。
者による分割指定が認められない場合には、しかし、分割指定の場合には、推定意恩によ
その問題はいずれの法の適用によって解決さる分割指定を認めることは当事者の予測に反
れるのだろうか。この点、EC条約の報告書するおそれがある。よって、当事者による明
によると、当事者による有効な準拠法指定が示の分割指定がある場合または当事者が現実
ない場合として、条約4条により、裁判所にに分割指定の意恩を有していたことが明確で
よって準拠法が決定されることになる。69)しある場合以外には、当事者による準拠法指定
かし、当事者の意思を尊重する観点からは、がない場合として、原則として分割指定を認
ラガルドが主張するように、当事者の準拠法めるべきではない。
指定の解釈により、当事者が指定した複数の次に、②当事者による分割指定については、
法のなかで最も中心的な役割を果たすものを分割指定を行うことによって、当事者間に生
準拠法としてその問題全体に適用すべきであじた問題の統一的解決が不可能ないし困難と
ろう。70)なる場合には、その分割指定を認めるべきで
はないと考える。
立法論としては、当事者による分割指定に
l■■lllll8-g========gii岩岩岩岩iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiil一llllllllll'''''''''''''E
66)アメリカ抵触法第2リステイトメント206条、EC契約債務準拠法条約10条2項は、履行の態様についての履行地法の指定
を独立の規則として個別化している。
67)本稿98頁参照。
68)国際法学会編・国際関係法辞典578頁[横山潤](三省堂、1995年)0
69)OfficialJournaloftheEuropeanCommunitiesC282,p.17.(1980).
70)Lagarde,supranote16,no.23,p.669.
1997年3月　　　　　　　　　　　契約準拠法の分割指定について　　　　　　　　　　　　　　101
ついても、当事者の意思がない場合の裁判所
による分割指定についても、明文の規則を設
けることが望ましいだろう。71)特に、裁判所
による分割指定については、当事者の予測の
保護のために、分割指定が例外的に認定され
る基準をあらかじめ規則に示しておくべきで
ある。もっとも、裁判所が意思推定によって
準拠法を決定する場合があることおよびその
際の決定基準を明らかにしておくべきことは、
契約の国際私法規則全体についての立法論上
の問題でもある。すなわち、分割指定に限ら
ず、単一の準拠法が指定される場合について
も、当事者による準拠法指定の規則と裁判所
による準拠法指定の規則とを区別して72)、後
者の準拠法指定の基準を明らかにしておくこ
とが望ましいと考える。
以上
*　本稿は、筆者が修士論文として提出した
ものに修正を加えたものである。その過程
では、関西国際私法研究会1996年6月例
会、大阪大学国際私法・取引法研究会同年
9月例会において報告させていただいた。
御指導いただいた野村美明先生ならびに貴
重な御指摘を賜った先生方に、心よりお礼
申し上げたい。
71　際私法立法研究会「契約、不法行為等の準拠法に関する法律試案(1) 」民商法雑誌112巻2号276頁以下(1995年)の
法律試案は、当事者が準拠法を選択する場合(1条3項)および当事者による法選択がない場合(2条3項)のいずれにお
いても、分割指定について明文で規定している。
72)国際私法立法研究会による法律試案1条2項は、契約準拠法の黙示の指定が認められる場合について、当事者による法選
択は「契約条項その他の事情から明らかに示されるものでなければならない。」と定める。
